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設計・改修事業者向け講習会
耐震リフォーム達人塾(      )（　　(　　　　　[image: ])


ベーシックコース
基本演習編


	
　住宅の耐震改修を促進させるため、今年度｢新たな耐震改修補助制度（定額１５０万円）※1｣を創設するとともに、｢低コスト工法※2｣を補助対象としました。また、これらについては、｢いしかわ住宅耐震ネットワーク協議会※3｣を通じて普及啓発を図っているところです。（※１～３は裏面参照ください。）
　この度、耐震診断及び補強計画を実施する事業者に求められる、低コスト工法や診断技術(精算法、Ｎ値法、偏心率)の知識について、耐震診断ソフトの演習等を通じた講習会を金沢、輪島の２会場で開催します。
（本講習会は、１０月５日（金）に開催した耐震リフォーム達人塾の基本演習編となります。）

１ プログラム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
① 低コスト工法、診断技術（精算法、Ｎ値法、偏心率）の要点
② 耐震診断ソフトによる演習
③ 達人案の解説及び質疑応答　　　※本講習会は、ＣＰＤ制度認定講座に申請中です。

２ 講師　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
特定非営利活動法人達人塾ねっと　副理事長　花井　勉（（株）えびす建築研究所　代表取締役）

３ 日時等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

	
	金沢会場
	輪島会場

	日　程
	平成３１年１月２２日（火）
	平成３１年１月２３日（水）

	時　間
	１３時００分～１６時３０分（予定）

	場　所
	石川県庁行政庁舎１１Ｆ１１０５会議室
(金沢市鞍月１－１)
	輪島市ふれあい健康センター検診ホール※
（輪島市河井町２－２８７－１）

	定　員
	７０名
	５０名


※同センターには駐車場がありません。徒歩５分の輪島市役所駐車場（三角州）をご利用ください。

４ 参加費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　無料

５ 必要道具　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
① 木造住宅低コスト耐震補強の手引き（平成２９年度版）冊子版
② 木造住宅低コスト耐震補強の手引き（平成２９年度版）図表携帯版
　（①、②は１０月５日（金）開催の耐震リフォーム達人塾で配布した資料です。資料をお持ちでない方は、
資料一式を２，０００円で当日購入することができます。(事前申込要)）
③ 精算法、Ｎ値法、偏心率が使用できる耐震診断ソフト（Ｗｅｅ２０１２は不可）をインストールしたノートＰＣ
(ソフトをお持ちでない方は下記ＨＰより無料体験版をダウンロードしてお持ちください。)
http://www.ebi-ken.co.jp/tatujin/（（株）えびす建築研究所）
    ※ 会場でパソコンの電源は確保できませんので、十分に充電してきてください。
 ④ 電卓　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（裏面へ続く）




６ 申込方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
下記内容を１月１１日（金）までにメール又はファックスにて（一社）石川県建築士事務所協会（メール：ishikyokai@ishi-kjk.or.jp、ファックス：０７６－２４４－８４７２）へお知らせください。

	ふりがな
氏　　名
	
	CPD番号
(希望者のみ)
	

	勤 務 先
	
	希望会場
	□1/22金沢会場　□1/23輪島会場

	住　　所
	〒
	10/5資料の
購入要否
	□購入要(当日現金2,000円要)

	
	
	
	□購入不要

	電話番号
	
	メ ー ル
	


※定員に達した場合など、お断りさせていただく場合のみ、折り返し連絡いたします。
※参加者が複数名の場合、別紙にて上記内容をお教えください。



	※１　新たな耐震改修補助制度（定額１５０万円）

	　石川県では、これまで原則無料の簡易診断制度の導入等により、耐震診断件数は増加しましたが、耐震改修件数は所有者の自己負担が大きいことから伸び悩んでいました。これを受け、県民の皆様の更なる安全・安心を確保するため、新たに定額（補助率１０／１０）１５０万円の耐震改修補助制度を創設しました。



	※２　低コスト工法

	　低コスト工法とは、愛知県内の行政、大学、事業者団体等で構成される「愛知建築地震災害軽減システム研究協議会」が開発・評価した、既存の壁や床、天井を壊さずに補強できる工法等であり、工事費や工期の縮減による自己負担の抑制が期待できるものです。なお、低コスト工法は今年度より県内の補助制度の対象として採用しています。



	※３　いしかわ住宅耐震ネットワーク協議会	

	　県・市町・耐震改修事業者が連携して、住宅耐震の普及啓発を図るため、平成３０年７月４日に以下の会員構成で、いしかわ住宅耐震ネットワーク協議会を設立しました。

		・(一財)石川県建築住宅センター
	・(一社)石川県建設業協会

	・(一社)石川県木造住宅協会
	・(一社)石川県建築組合連合会

	・(公社)石川県宅地建物取引業協会
	・(一社)石川県建築士会

	・(一社)石川県建築士事務所協会
	・(独行)住宅金融支援機構北陸支店

	・１９市町
	・石川県
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